
 

アジア原子力人材育成会議の概要 

 

１ 開催時期 平成２９年２月８日～１０日 

 

２ 開催場所 福井県若狭湾エネルギー研究センター 

 

３ 参 加 者 バングラデシュ、インドネシア、マレーシア、モンゴル、フィリピン、 

シンガポール、ベトナム 計８名 

国際原子力機関（ＩＡＥＡ） ２名 

国内関係者 ２２名 

 

４ 会議概要 

【開会セッション】 

藤田福井県副知事、ＩＡＥＡ原子力エネルギー局担当事務次長ミハイル・チュダコフ

氏から開会挨拶が行われた。藤田副知事は、ＩＡＥＡと福井県は協働で様々な研修事業

を実施しており、今後もＩＡＥＡとの連携を一層強化し福井県や日本の知識と経験を人

材育成研修等を通じて伝え、世界の原子力の安全に貢献していく旨を述べた。 

 

【セッション１】基調講演 

ＩＡＥＡは、世界的にはエネルギー需要を充足するために原子力発電は着実に増加し

ており、このための人材育成の活動も進展していることから、日本の貢献にも期待する

旨の基調講演を行った。その後、経済産業省資源エネルギー庁が、福島第一原子力発電

所の最近の状況や原子力政策の現状について紹介し、福井県は、県内で実施してきた原

子力安全の取組みなどの原子力行政について説明し、国、原子力事業者、規制当局、及

び住民の間の情報交換を中立的かつタイムリーに仲立ちできる人材としての原子力コミ

ュニケーターの必要性を述べた。また、（公財）若狭湾エネルギー研究センターは、放

射線育種など原子力の社会・経済への貢献について講演した。 

 

【セッション２】原子力政策と課題に関する各国の発表 

各国の原子力発電導入のための人材育成の方針および課題について、参加各国から紹

介された。 

  （主な内容） 

・バングラデシュ政府はフィージビリティ・スタディの後、ルプール原子力発電所を

設立することとし、２０２０年までに２０００ＭＷｅの原発を導入予定である。２

０１７年第３四半期にルプール原子力発電所のコンクリート打設開始が予定されて

おり、ルプール原子力発電所と規制組織のための人材育成が行われている。 

・インドネシアでは原子力コミュニケーターの活動を推進するなど、原子力のメディ

ア、パブリックコミュニケーションを適切に行い、２０１６年１１月～１２月に行

われた世論調査では国民の７７％から原子力発電所の受容に対して肯定的な回答を

得ている。また、インドネシアの実験炉の建設は２０１８～２０２２年に予定され

ている。 



・マレーシアは、原子力発電を導入するために必要なインフラストラクチャーの評価

を行うＩＡＥＡの統合原子力基盤レビュー(INIR)ミッションを２０１６年１０月に

受け、十分な基盤を有していることの確認を受けた。原子力に対する国民の認識を

改善するために、２０１６～２０２０年の第１１次マレーシアプランを策定し、原

子力に関するコミュニケーション・国民意識プログラムを推進し、必要な人材育成

に取り組むこととしている。 

・モンゴルは、核燃料資源と原子力開発に関する国策を実行するための計画の改定作

業を行っている。また、原子力人材育成を強力に推進しようとしている。 

・フィリピンでは、バターン原子力発電所を大幅改修しての再開または新規原子力プ

ラントの導入を目指した原子力プログラム実施機関(NEPIO)を２０１６年８月に再

編した。ＮＥＰＩＯは大統領の承認を得ることをめざし、国家方針の検討・作成を

行っている。１０ＭＷの研究炉が２０１８～２０２３年に建設される。 

・シンガポールは、原子力技術の進歩や近隣の国における原子力利用の進捗を把握す

るため、原子力科学・技術や安全を理解する能力を高めようとしている。 

・ベトナムでは、国の経済状況、需要の低下などの理由で２０１６年１１月に２つの

原子力発電所計画の中止を決定した。原子力導入のために育成してきた人材は、安

全文化や理解促進活動等、高度な知識を持つことから火力発電等で活動することと

している。また、火力発電の経験も持つ原子力人材は、将来的にとても有用である

との指摘があった。 

 

【セッション３】議題「原子力発電所導入のための人材育成戦略と方針について」 

ＩＡＥＡの人材育成支援活動と米国等の原子力発電先進国における原子力人材の配

置例の紹介と、福井県が実施している国内外の原子力人材育成についてのリードスピー

チの後、以下のような討論を行い、今後の原子力人材育成活動等に反映させていくこと

とした。 

[1] 明確で確固とした国家の方針があることを前提とする場合、熟練の原子力コミュ

ニケーターは原子力発電所の導入に必要な公衆やメディアとのコミュニケーショ

ンを実現する上で絶対不可欠なものである。また、自主性のある規制者は原子力コ

ミュニケーターに最も相応しい候補の一つである。 

[2] 原子力発電所で地域産業を活性化するには原子力発電メーカの貢献も重要である。 

[3] ほとんどの国で小中学校の教科書にはさらなる進歩が必要である。教科書につい

て議論するためのワークショップの実施が推奨された。 

 

【閉会セッション】総括 

・本会議では、原子力人材育成における各国の情報交換の重要性を再確認した。 

・２０１８年度の第８回会議では「原子力コミュニケーター」を議題とし、また２０

１９年の第９回会議は「インテリジェントカスタマー」に焦点を当てて実施するこ

とが提案された。なお、第９回会議の議題については来年度の第９回会議で再度議

論する予定である。 

 

 


